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令和６年度境港市定期監査の結果について（報告） 

 

 地方自治法第 199条第４項に基づく定期監査を実施しましたので、同条第９項の規定によりその結果

を報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年度境港市定期監査結果報告書 

 

１ 監査の種類 

  定期監査（地方自治法第 199条第４項） 

 

 

２ 監査の対象 

  令和６年度（４月１日～12月 31日）の財務に関する事務の執行状況、国庫支出金及び県支出金、需

用費（修繕料）、委託料、工事請負費、備品購入費、補助金及び負担金、財産異動状況、施設管理状況等

について実施した。 

 

 

３ 監査の着眼点 

 （１）予算の執行は計画的かつ効率的に行われているか。 

 （２）収入の確保は適正に行われているか。 

 （３）契約事務は適正に行われているか。 

 （４）財産、物品の取得、管理及び処分は適正に行われているか。 

 （５）収入、支出に係る事務は適正に行われているか。 

 （６）事務の執行は法令等に従って適正に行われているか。 

 （７）公益性のない事業又は団体に補助金の交付がなされていないか。 

 

 

４ 監査対象部局 

   （１）総  務  部  総合政策課 

 （２）教育委員会  教育総務課 

 （３）福祉保健部  福  祉  課 

 （４）産  業  部  水産商工課 

 

 

５ 監査の主な実施内容 

 境港市監査基準に準拠したうえで、監査の着眼点に基づき、監査対象部局に対し監査調書及び関係書

類の提出を求め、書面監査を行った。関係法規・予算等に基づき適正に執行されているかどうかについ

て、関係職員の説明を聴取して実施した。 

 

 

６ 監査の実施場所及び日程 

 （１）実施場所 境港市監査委員事務室 

 （２）日      程 令和７年２月６日 

 



７ 監査の結果 

 監査対象部局の財務に関する事務処理は、おおむね適正に処理されているものと認められた。 

 歳入及び歳出の執行率は、概ね１２月末に見合った執行状況である。 

 

（１）改善を要するものとして、指摘・注意した事項は次のとおりである。 

①随意契約の際、起案書に根拠となる規則の条項、および明確な理由が記載されていない起案書が見

受けられた。また１者随意契約の場合において、その１者を選定する理由について記載されていない起案

書が見受けられた。[３課]  

【境港市随意契約ガイドライン】 

 

②契約書を作成すべき修繕業務について、請書で契約を交わしていたものが１件あった。[１課] 

【境港市契約規則第 24条、第２５条】 

 

③県から補助金の交付決定があった時点で、調定していないものが数件あった。[１課] 

【境港市会計規則第５条】 

 

（２）歳出予算執行状況 

【総合政策課】 

（一般会計）                                                  （単位：円） 

 

（令和６年 12月末現在） 

 

【教育総務課】 

（一般会計）                                                   （単位：円） 

 

（令和６年 12月末現在） 

款 項 目 予算現額 支出済額 執行率
一般管理費 38,000 9,000 23.7%

財産管理費 22,501,570 10,406,414 46.2%

企 画 費 287,346,418 132,916,178 46.3%

人権啓発費 5,732,468 4,515,090 78.8%

諸 費 16,769,850 11,330,396 67.6%

総 務 費 総務管理費

款 項 目 予算現額 支出済額 執行率

総 務 費 総務管理費 財 産 管 理 費 104,970,000 39,348,807 37.5%

民 生 費 児童福祉費 児童福祉総務費 74,005,090 40,346,355 54.5%

教 育 委 員 会 費 2,336,000 1,709,000 73.2%

事 務 局 費 13,194,000 6,507,545 49.3%

学 校 管 理 費 1,103,314,000 268,997,523 24.4%

教 育 振 興 費 84,390,000 63,443,400 75.2%

学校保健衛生費 8,533,000 5,106,590 59.8%

学 校 管 理 費 138,533,000 58,333,494 42.1%

教 育 振 興 費 71,364,000 47,875,382 67.1%

学校保健衛生費 4,291,000 2,453,468 57.2%

社会教育費 社会教育総務費 10,012,316 5,242,961 52.4%

保健体育費 学 校 給 食 費 335,438,000 204,410,581 60.9%

教育総務費

小 学 校 費

中 学 校 費

教 育 費



【福 祉 課】 

（一般会計）                                                   （単位：円） 

 

（令和６年 12月末現在） 

 

【水産商工課】 

（一般会計）                                                   （単位：円） 

 

（令和６年 12月末現在） 

 

（市場事業費特別会計）                                            （単位：円） 

 

（令和６年 12月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 目 予算現額 支出済額 執行率

社会福祉総務費 302,267,000 106,866,416 35.4%

社会福祉総務費
（ 繰 越 明 許 ）

28,010,268 6,475,054 23.1%

障 が い 福 祉 費 1,410,062,000 989,396,315 70.2%

児童福祉費 児童福祉総務費 205,000 111,000 54.1%

生活保護総務費 16,067,000 8,191,948 51.0%

扶 助 費 549,439,000 446,500,898 81.3%

民 生 費

生活保護費

社会福祉費

款 項 目 予算現額 支出済額 執行率

財 産 管 理 費 1,455,062 790,010 54.3%

企 画 費 6,450,000 4,300,000 66.7%

国 際 交 流 費 15,210,000 9,459,642 62.2%

労 働 費 労 働 諸 費 労 働 諸 費 125,000 75,000 60.0%

水 産 業 総 務 費 2,761,000 1,529,029 55.4%

水 産 業 振 興 費 79,177,000 19,843,015 25.1%

商 工 総 務 費 7,087,436 5,253,365 74.1%

商 工 振 興 費 2,461,946,000 2,321,742,512 94.3%

商 工 振 興 費
（ 繰 越 明 許 ）

41,581,456 9,500,000 22.8%

水 産 業 費

総 務 費 総 務 管 理 費

農林水産業費

商 工 費 商 工 費

款 項 目 予算現額 支出済額 執行率

市場関係者詰所管理費 150,000 74,888 49.9%

市場関係者詰所管理費
（ 繰 越 明 許 ）

50,050,000 48,909,300 97.7%

汚 水 処 理 施 設 管 理 費 45,255,000 22,401,057 49.5%

元 金 47,213,000 23,572,466 49.9%

利 子 2,668,000 1,367,403 51.3%

予 備 費 予 備 費 予 備 費 500,000 0 0.0%

市場事業費

公 債 費

市場事業費

公 債 費



８ 監査意見 

例月現金出納検査の一環で、毎月全ての課の支出伝票を審査している。支払遅延については以前か

ら繰り返し会計管理者に伝えているが、庁内全体的に支払い遅延の件数は減っていない。事務担当者、

管理監督職も含め、迅速な会計処理を徹底されたい。 

また、支出科目の誤りも散見される。予算で計上していない支出が必要な場合は、財政課と協議して対

応するなど、地方自治法等の関係法令に基づいた事務処理を徹底されたい。 

支出伝票に添付された備品取得・払出届出票の取得金額に誤りがあるものも数件見受けられた。備品

取得・払出届出票は備品台帳と連動するため、その取得金額を誤ると備品台帳にも影響することから、支

払いに関連する書類の確認も徹底されたい。 

財務事務を適正に執行するためには、地方自治法をはじめとした関係法令の遵守や庁内の出納事務

取扱要領や随意契約ガイドライン等の正しい理解が必要となる。 

今回監査対象となった課だけでなく、市全体で適正な事務処理について再認識し、財務事務が法令等

に従って適正に処理されることを期待する。 

 

 

 


